
○美馬市都市再生整備計画事業評価委員会条例 

 

平成２６年９月２４日 

条例第３８号 

 

（設置） 

第１条 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第４６条第１項に規定する

都市再生整備計画の作成及びその実施並びに都市再生整備計画に基づき実施した事

業の事後評価に関し、必要な審議を行うため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、美馬市都市再生整備計画事業評価委員

会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

 （１） 都市再生整備計画の作成及び変更に関すること。 

（２） 事後評価の手続及び結果に係る妥当性に関すること。 

 （３） 都市再生整備計画に係る今後の方策の検討に関すること。 

 （４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項に関すること。 

２ 委員会は、不適切な点又は改善すべき点があると認めたときは、市長に対し、意

見の具申を行うものとする。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

 （１） 都市計画やまちづくり分野に関し学識経験を有する者 

 （２） 関係諸団体の代表者又は推薦を受けた者 

 （３） 市民の代表者 

 （４） 前３号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、５年以内とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 委員の代理は、認めないものとする。 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指

名する委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集する。ただし、委

員長が選出されていないときは、会議の招集及び運営は市長が行う。 

２ 委員長は、会議の議長となる。 



３ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、委員長

の決するところによる。 

（部会） 

第７条 委員会は、特定又は専門の事項を調査審議するため、部会を置くことができ

る。 

２ 部会は、市長が指名する委員若干人をもって組織する。 

３ 第１項に基づき部会を置く場合は、前２条及び第８条から第１０条までの規定は

部会について準用する。この場合において、これらの規定中「委員会」とあるのは

「部会」と、「委員長」とあるのは「部会長」と、「委員」とあるのは「部会の委

員」と読み替えるものとする。 

（会議の公開） 

第８条 美馬市情報公開条例（平成１７年美馬市条例第２３０号）第２４条の規定に

基づき、会議は公開するものとする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

（１） 他の法令等に特別の定めがある場合 

（２） 非開示情報に該当する事項を審議する場合 

（３） 会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営が著しく阻害される

と認められる場合で、委員会の決定により、その会議の全部又は一部を公開

しないこととした場合 

（意見の聴取等） 

第９条 委員長は、会議の運営上必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、

その意見又は説明を聴くほか、資料の提出その他必要な協力を求めることができる。 

（報酬等） 

第１０条 委員の報酬及び費用弁償については、美馬市特別職の職員で非常勤のもの

の報酬及び費用弁償に関する条例（平成１７年美馬市条例第４４号）の定めるとこ

ろによる。 

（庶務） 

第１１条 委員会の庶務は、経済建設部監理課において処理する。 

（委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（準備行為） 

２ この条例を施行するために必要な準備行為は、この条例の施行前においても行う

ことができる。 


